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株式会社東京テレポートセンターほか２団体

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 目 的

株式会社東京テレポートセンター（以下「テレポートセンター」という ）は、東京都の「臨。

海部副都心開発基本計画 （昭和６３年３月策定、以下「基本計画」という ）に基づき、臨海」 。

副都心に建設されるテレポートタウンにおいて、通信サービスを提供するための高度情報通信

基盤の整備、その運営等を目的として、平成元年４月に設立された会社である。

東京臨海副都心建設株式会社（以下「臨海副都心建設」という ）は、東京都の基本計画に基。

づき、臨海副都心区域内の都市基盤施設の整備、都市づくりにおけるモデルビル（フロンティ

アビル）の賃貸等を目的として、昭和６３年１１月に設立された会社である。

竹芝地域開発株式会社（以下「竹芝地域開発」という ）は 「竹芝ふ頭再開発事業の基本計。 、

画 （昭和６０年９月策定）に基づき、老朽化した竹芝ふ頭の再開発、業務施設・商業施設・都」

市ホテル等都市機能施設の整備・運営等を目的として、昭和６２年７月に設立された会社であ

る。

、 （ ） 。この３社はいずれも 東京都と民間の共同出資 第三セクター方式 により設立されている

また、これら３社は 「臨海関係第三セクターの経営安定化策 （平成１０年３月３０日、以、 」

下「経営安定化策」という ）に基づき、平成１０年度からテレポートセンターに事業を集約し。

ている。

なお、経営安定化策の概要は、表１のとおりである。

（表１）経営安定化策

項 目 内 容

会社側の内部努力 （１）賃料収入の増収対策 約87億円

（２）人件費・諸経費の削減等 単年度約24億円

① 役職員の大幅削減による人件費削減 単年度約8億円

② 管理経費等の見直による諸経費の圧縮 単年度約10億円

③ その他の増収対策の実施 単年度約6億円

東京都の支援 （１）平成10年度から19年度までの10年間の支援額 約270億円

① 臨海副都心とテレポートセンターの地代を75％減額 約133億円

② テレポートセンターへの30億円増資（平成10年度） 30億円

③ ３社に対し、総額107億円を無利子貸付 107億円

平成10年度50億円、平成11年度37億円、平成12年度20億円

金融機関の協力 下記の方法により、東京都と同程度を支援

① 適用金利の引下げ、変動金利から固定金利への変更等による金利負担の軽減

② 元利の棚上げ、円滑な融資等による資金繰り支援

開始時期 平成10年4月1日
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（２）事 業 の 現 況

テレポートセンターが、上記の目的を達成するため行っている主な事業は、ビル事業、情報

通信事業、施設管理事業、管理受託事業等である。

ア ビル事業

テレポートセンターが所有するテレコムセンタービル（テレポートセンター）に加えて、サ

ブリース契約によって臨海副都心建設から一括賃借した台場、青海及び有明フロンティアビル

並びに竹芝地域開発から一括賃借したニューピア竹芝ノースタワー、竹芝サウスタワー及び都

市ホテルのビルの賃貸事業を行っている。

なお、賃貸ビルの入居状況は、表２のとおりである。

（表２）賃貸ビル入居状況

（単位：ｍ 、％）２

区 分 所有者及び 開業年月 平成１２年度末 平成１３年度末

サブリース賃料 貸付対象 入居率 貸付対象 入居率

面積 面積

テレコムセンタービル テレポートセンター 平成８年 ２月 71,080 98.8 71,080 99.3

台場フロンティアビル 臨海副都心建設 平成７年１１月 32,854 100 32,854 98.5

青海フロンティアビル 5,592百万円 平成８年 ２月 27,112 68.8 27,127 67.0

有明フロンティアビル 平成８年 ２月 30,209 97.7 30,170 78.6

竹芝地域開発 平成３年１０月 90,032 99.4 90,138 98.3ニューピア竹芝ノースタワー

5,988百万円 平成７年 ８月ニューピア竹芝サウスタワー

都市ホテル 平成７年 ９月

合計 251,289 95.8 251,369 92.9

イ 情報通信事業

臨海副都心における高度情報通信事業の拠点として、光ファイバーを利用した高速デジタル

伝送サービス、映像伝送サービス等の地上系通信事業、共同利用地球局を賃貸する衛星系通信

事業、小笠原地区・南北大東島のテレビ難視聴対策事業、臨海副都心地域内の電波障害対策事

業を行っている。

なお、情報通信事業の実績は、表３のとおりである。

（表３）情報通信事業実績

区 分 事 項 平成１２年度 平成１３年度

通信（地上系） 高速デジタル回線数 173回線 229回線

映像伝送回線数 133回線 139回線
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ウ 施設管理事業

施設管理事業とは、都との「建物、工作物等及び物品無償貸付契約書」に基づき「東京夢の

島マリーナの管理運営に関する協定」を締結し、平成１０年４月から自主事業として行ってい

る東京夢の島マリーナの管理運営事業である。

なお、施設管理事業の実績は、表４のとおりである。

（表４）施設管理事業実績

区 分 平成１２年度 平成１３年度事 項

夢の島マリーナ 契約隻数 557隻 549隻

エ 管理受託事業

臨海副都心地域内の海上公園管理、都市基盤施設管理等の事業を都から受託しており、その

事業概要は表５のとおりである。

（表５）管理受託事業概要

（単位：千円）

区 分 概 要 平成12年度 平成13年度

決算額 決算額

海上公園管理受託事業 臨海副都心区域内都立海上公園６園の維持管理 642,870 572,299

（公の施設の管理委託） 管理区域約３８．８ha

共同溝管理受託事業 臨海副都心区域内共同溝の日常管理業務 437,842 419,014

共同溝１５．８６０ｋｍ

未処分地管理受託事業 臨海副都心区域内未処分地の警備、日常点検及び維 50,729 53,460

持補修

共同溝展示室管理受託事業 共同溝見学施設の警備、維持補修業務、見学者の接 11,949 996

遇（平成１３年度より休止中）

駅前広場管理受託事業 国際展示場駅前広場及び東京ﾃﾚﾎﾟｰﾄ駅前広場の警 19,314 17,283

備、維持補修業務

合計 1,162,707 1,063,055

（３）都 と の 関 係

ア テレポートセンター

都は、テレポートセンターに対し資本金１７６億１，５００万円のうち、９０億８，０００

万円（５１．５５％）を出資している。
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また、経営安定化策の一環として、平成１１年度２０億円、平成１２年度２０億円の無利子

貸付（貸付期間２０年、元金一括償還）を行っている。

さらに、ＣＡＴＶ事業の開発者負担金として、平成１３年度１，５０７万余円を支出すると

ともに、委託料として、表６のとおり、平成１３年度５億７，２２９万余円を支出している。

なお、テレコムセンタービル用地（１７，８２８㎡）及び有明アンテナサイト用地（１，４

０７㎡）についても、貸付け（平成１３年度貸付料４億１，１５８万余円）を行っている。

（表６）海上公園管理委託状況

（ 、 ）単位：㎡ 千円

区 分 面 積 委託内容 委託金額

青海北ふ頭公園 25,812 施設の管理、施設維持・修繕等 平成１２年度 642,870

青海南ふ頭公園 45,404

水の広場公園 37,007 平成１３年度 572,299

有明西ふ頭公園 10,288

東八潮緑道公園 4,879

シンボルプロムナード公園 261,213

イ 臨海副都心建設

都は、臨海副都心建設に対し資本金２２０億円のうち、１１４億４，０００万円（５２％）

を出資している。

、 、 （ 、また 経営安定化策の一環として 平成１０年度に３０億円の無利子貸付 貸付期間２０年

元本一括償還）を行っている。

さらに 「臨海副都心の都市基盤施設の整備に関する基本協定 （平成２年３月１３日）に基、 」

づく臨海副都心地域における都市基盤整備工事費等の臨海都市基盤整備貸付金の貸付け（平成

１３年度末貸付残高２，２７４億３，５１２万余円）及びフロンティアビル用地２万５，６４

４㎡の貸付け（平成１３年度貸付料２億３，１０２万余円）を行っている。

なお、平成１０年度に都市基盤施設を都に引き渡したことにより事業終了となっており、買

取代金については、平成１９年度までの延払いとなっている。

ウ 竹芝地域開発

都は、竹芝地域開発に対し資本金１５０億円のうち、７５億７，５００万円（５０．５％）

を出資している。

また、経営安定化策の一環として、平成１０年度２０億円、平成１１年度１７億円の無利子

貸付（貸付期間２０年、元本一括償還）を行っている。

さらに、ニューピア竹芝ノースタワーの用地（５，７１９．０７㎡のうち持分６８．２％）

２については地上権設定契約を、サウスタワー及び都市ホテル棟の施設用地（８，６２６．０ｍ
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のうち持分９８．４８％）については貸付契約（平成１３年度貸付料１億４，８２２万余円）

を行っている。

２ 組 織

３社は事務所を江東区有明三丁目１番地２５に置き、役員及び職員の状況は表７のとおりであ

る。

（表７）役職員の状況（平成１４．３．３１現在）

（単位：人）

区 分 代表取締役社長 常務取締役 取締役 常勤監査役 監査役 役員合計 常勤職員

テレポートセンター 1 2 (4) 1 (2) 4(6) 86〔23〕

臨海副都心建設 (1) 0 (6) 1 (2) 1(9) 0

竹芝地域開発 (1) 0 (6) 1 (2) 1(9) 0

（注）１ （ ）内の数値は非常勤役員で別計であり 〔 〕内の数値は都からの派遣職員で再掲である。、

２ 臨海副都心建設及び竹芝地域開発の常勤役員は、テレポートセンターと兼務である。

第２ 監査の範囲及び実施監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成１３年度の事業について実施した。

２ 実施監査期間

（１）港 湾 局 平成１４年１１月１日及び１９日

（２）テレポートセンターほか２団体 平成１４年１１月５日から同月１８日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）経営成績

ア テレポートセンター

平成１３年度の経営成績は、別表１テレポートセンター比較損益計算書のとおり、８億９，

２６５万余円の当期損失を計上している。

営業損益について見ると、営業収益は、表８のとおり、２７８億６，４４８万余円で、前年

（ ， ） ， （ ． ） 。度 ２７６億４ ０７０万余円 と比較して２億２ ３７７万余円 ０ ８％ 増加している

これは主に、ビル事業において電力消費量が増加したことから、付加使用料が増加したことに

よるものである。

また、営業費用は２６０億１，９４８万余円で、前年度（２５０億５，５１７万余円）と比

較して９億６，４３０万余円（３．８％）増加している。これは、ビル事業委託料、水光熱費

及び減価償却費が減少したものの、臨海副都心建設及び竹芝地域開発へのサブリース賃料が増
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加したため、ビル事業原価が増加したことによるものである。

この結果、営業損益は１８億４，５００万余円の営業利益となり、前年度（２５億８，５５

２万余円）と比較して７億４，０５２万余円（２８．６％）減少している。

次に、営業外損益について見ると、営業外収益は１，４７２万余円で、前年度（１，３１２

万余円）と比較して１６０万余円（１２．２％）増加している。

また、営業外費用は、２４億５，６５５万余円で、前年度（２６億４，７２８万余円）と比

較して１億９，０７２万余円（７．２％）減少している。これは主に、支払利息が１億６，３

９９万余円減少したことによるものである。

以上の結果、経常損益は、５億９，６８２万余円の経常損失となり、前年度（４，８６３万

余円）と比較して、損失額が５億４，８１８万余円（１，１２７．１％）増加している。

特別損益では、固定資産除却等に伴う特別損失が３億１，３１５万余円となっている。

（表８）営業収益の内訳比較

（ 、 ）単位：千円 ％

増（△）減区 分 平成13年度金額 平成12年度金額

金額(C=A－B) 増加率(C/B×100)(A) (B)

ビル事業収入 25,398,053 25,149,439 248,614 1.0

施設管理事業収入 623,644 625,316 1,672 0.3△ △

情報通信事業収入 803,102 727,462 75,640 10.4

管理受託事業収入 1,012,433 1,107,340 94,907 8.6△ △

その他事業収入 27,247 31,145 3,898 12.5△ △

合計 27,864,482 27,640,704 223,778 0.8

イ 臨海副都心建設

平成１３年度の経営成績は、別表２臨海副都心建設比較損益計算書のとおり、６，８７０万

余円の当期損失を計上している。

営業損益について見ると、営業収益は５５億９，２００万円で、前年度（５３億２，７０３

万余円）と比較して２億６，４９６万余円（５．０％）増加している。これは、テレポートセ

ンターからの賃貸ビルサブリース賃料が９億円増加したことによるものである。

、 、 （ ， ） ，また 営業費用は５４億９４３万余円で 前年度 ５３億８ ４９６万余円 と比較して２

４４７万余円（０．５％）増加している。

この結果、営業損益は１億８，２５６万余円の営業利益の計上となり、前年度（損失５，７

９３万余円）と比較して利益が２億４，０４９万余円（４１５．１％）増加している。

次に、営業外損益について見ると、営業外収益は９２億３７６万余円で、前年度（１３４億

７，６１６万余円）と比較して４２億７，２３９万余円（３１．７％）減少している。これは
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主に、都市基盤整備費の都からの分納利息である延払受取利息が４２億７，７０４万余円減少

したことによるものである。

また、営業外費用は、１１７億１，３３８万余円で、前年度（１５５億６，０８１万余円）

と比較して３８億４，７４３万余円（２４．７％）減少している。これは主に、都市基盤整備

に係る都からの貸付金の支払利息が減少したことにより、支払利息が３８億５，６０８万余円

減少したことによるものである。

、 、 ， 、 （ ，以上の結果 経常損益は ２３億２ ７０６万余円の経常損失を計上し 前年度 ２１億４

２５９万余円）と比較して、損失額が１億８，４４６万余円（８．６％）増加している。

特別損益では、債務買戻益の特別利益が２５億１，０８１万余円、過年度償却資産税の修正

申告に伴う前期損益修正損及び投資有価証券評価損などにより特別損失が２億５，１２５万余

円となっている。

ウ 竹芝地域開発

平成１３年度の経営成績は、別表３竹芝地域開発比較損益計算書のとおり、７億８，７４８

万余円の当期損失を計上している。

営業損益について見ると、営業収益は５９億８，８００万円で、前年度（５５億６，８００

万円）と比較して４億２，０００万余円（７．５％）増加している。これは、テレポートセン

ターからの賃貸ビルサブリース賃料が増加したことによるものである。

また、営業費用は４２億４，８９６万余円で、前年度（４３億１，４３０万余円）と比較し

て６，５３３万余円（１．５％）減少している。

、 ， 、 （ ，この結果 営業損益は１７億３ ９０３万余円の営業利益の計上となり 前年度 １２億５

３６９万余円）と比較して利益が４億８，５３３万余円（３８．７％）増加している。

次に、営業外損益について見ると、営業外収益は２４８万余円で、前年度（５８９万余円）

と比較して３４０万余円（５７．８％）減少している。

また、営業外費用は、２３億９，７９０万余円で、前年度（２５億１，９０５万余円）と比

較して１億２，１１４万余円（４．８％）減少している。これは主に、支払利息が１億１，４

２４万余円減少したことによるものである。

以上の結果、経常損益は、６億５，６３８万余円の経常損失となり、前年度（１２億５，９

４６万余円）と比較して損失額が６億３０７万余円（４７．９％）減少している。

特別損益では、固定資産除却等に伴う特別損失が１億２，９８８万余円となっている。

エ ３社合計

テレポートセンター、臨海副都心建設及び竹芝地域開発の３社は経営安定化策に基づき、そ

の事業をテレポートセンターに集約していることから、ここでは３社合計の経常損益について

説明する。

臨海副都心建設及び竹芝地域開発は、テレポートセンターとの間に「賃貸借契約 （以下「サ」

ブリース契約」という ）を締結し、それぞれが所有するビルを一括賃貸するとともに、それぞ。
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。 、れのビル賃貸事業をテレポートセンターに事務委託料を支払って委託している このことから

３社合計の営業損益における実質収益と実質費用は、表９のとおり、３社の営業収益と営業費

用の単純合計からそれぞれサブリース契約に係る賃料と事務委託料を差し引いたものとなる。

３社合計の経常損益の状況は、表１０のとおりである。

営業損益について見ると、営業収益は２７８億４，０４８万余円、営業費用は２４０億７，

３８９万余円であり、３７億６，６５９万余円の営業利益を計上している。

次に、営業外損益について見ると、営業外収益は９２億２，０９７万余円、営業外費用は１

６５億６，７８４万余円となっている。

以上の結果、経常損益は、３５億８，０２７万余円の経常損失となり、前年度（３４億５，

０６９万余円）と比較して損失額が１億２，９５８万余円（３．８％）増加している。

３社合計の経営比率は表１１のとおりであり、平成１１年度から営業損益では利益を生じて

いるが、経常収支では依然として損失を生じている。

（表９）３社合計の実質営業損益算出表（平成１３年度）

（単位：千円）

実質合計区 分 テレポート 臨海副都心 竹芝 単純合計 サブリース 事 務

センター 建設 地域開発 賃料 委託料

営業収益 27,864,482 5,592,000 5,988,000 39,444,482 11,580,000 24,000 27,840,482

営業費用 26,019,482 5,409,440 4,248,970 35,677,891 11,580,000 24,000 24,073,891

営業原価 25,706,245 5,383,815 4,227,612 35,317,672 11,580,000 24,000 23,713,672

25,625 21,357 360,219 360,219販売費及び一般管理費 313,237

営業損益 1,845,000 182,560 1,739,030 3,766,591 3,766,591
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（表１０）３社合計の経常損益比較表

（単位：千円、％）

平成13年度 平成12年度 増（△）減

金額 金額 金額 比率

１営業収益 27,840,482 28,251,735 △ 411,253 △ 1.5

事業収入 27,840,482 27,616,704 223,778 0.8

延払未実現利益戻入 0 635,031 △ 635,031 △ 100.0

２営業費用 24,073,891 24,470,452 △ 396,560 △ 1.6

営業原価 23,713,672 24,077,027 △ 363,355 △ 1.5

販売費及び一般管理費 360,219 393,425 △ 33,206 △ 8.4

３営業損益（1-2） 3,766,591 3,781,284 △ 14,693 △ 0.4

４営業外収益 9,220,979 13,495,180 △ 4,274,200 △ 31.7

受取利息 7,864 18,124 △ 10,260 △ 56.6

延払受取利息 9,186,558 13,463,602 △ 4,277,044 △ 31.8

雑収入 26,557 13,454 13,103 97.4

５営業外費用 16,567,847 20,727,155 △ 4,159,308 △ 20.1

支払利息 16,550,969 20,685,303 △ 4,134,333 △ 20.0

その他 16,878 41,852 △ 24,974 △ 59.7

６営業外損益（4-5） △ 7,346,868 △ 7,231,975 △ 114,893 1.6

７経常損益（3+6） △ 3,580,277 △ 3,450,691 △ 129,586 3.8

（表１１）３社合計経営比率表

（単位：％）

平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 計算式区 分

経常利益営業収益経常利益率 △ 51.80 △ 30.57 △ 18.16 △ 12.21 △ 12.86

営業収益

経常利益総資本経常利益率 △ 1.70 △ 1.02 △ 0.66 △ 0.55 △ 0.58

総資本

営業利益営業収益営業利益率 △ 15.43 △ 0.44 9.51 13.38 13.53

営業収益

総費用総費用対総収益比率 130.34 118.36 110.83 108.29 104.40

総収益

実質支払利息支払利息営業収益比率 36.46 30.29 27.65 25.50 26.42

営業収益
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（２）財政状態

ア テレポートセンター

平成１３年度末における財政状態は、別表４テレポートセンター比較貸借対照表のとおり、

資産合計１，３４２億９，０９６万余円、負債合計１，３８４億４，１２７万余円であり、４

１億５，０３０万余円の債務超過となっている。

資産は前年度（１，３７５億５，９４７万余円）と比較して３２億６，８５０万余円（２．

４％）減少している。このうち、流動資産は１５９億４，２２５万余円で、前年度（１５３億

， ） ， （ ． ） 。 、７ １３５万余円 と比較して５億７ ０９０万余円 ３ ７％ 増加している これは主に

現金預金が６億３，１３８万余円増加したことによるものである。また、固定資産は１，１８

３億４，８７０万余円で、前年度（１，２２１億８，８１２万余円）と比較して３８億３，９

４１万余円（３．１％）減少している。これは主に、建物などの有形固定資産が減価償却等に

より３８億１，２７３万余円減少したことによるものである。

、 （ ， ， ） ， （ ．負債は 前年度 １ ４０８億１ ７１２万余円 と比較して２３億７ ５８４万余円 １

７％）減少している。このうち、流動負債は４９２億４，１３６万余円で、前年度（４６６億

７，１５３万余円）と比較して２５億６，９８３万余円（５．５％）増加している。これは主

に、長期借入金からの借換えにより短期借入金が２８億５，１６２万円増加したものの、一年

以内返済予定長期借入金が２億５，９６４万円減少したことなどによるものである。また、固

定負債は８９１億９，９９１万余円で、前年度（９４１億４，５５９万余円）と比較して４９

億４，５６８万余円（５．３％）減少している。これは、支払利息の繰延べにより長期未払金

が６億９，３７８万余円増加したものの、長期借入金が５２億９，０９８万円減少したことな

どによるものである。

イ 臨海副都心建設

平成１３年度末における財政状態は、別表５臨海副都心建設比較貸借対照表のとおり、資産

合計３，５８４億２，７０９万余円、負債合計３，７４４億５，１５６万余円であり、１６０

億２，４４７万余円の債務超過となっている。

資産は前年度（３，６３５億９，８２８万余円）と比較して５１億７，１１８万余円（１．

４％）減少している。このうち、流動資産は２，３５０億４，９２３万余円で、前年度（２，

３６０億６，９０８万余円）と比較して１０億１，９８４万余円（０．４％）減少している。

、 、これは主に 未収消費税等の増加によりその他流動資産が３７億４９７万余円増加したものの

現金預金が４７億２，１２７万余円（６０．３％）減少したことによるものである。また、固

定資産は１，２３３億７，７８５万余円で、前年度（１，２７５億２，９１９万余円）と比較

して４１億５，１３３万余円（３．３％）減少している。これは主に、建物などの有形固定資

産が減価償却等により４０億３，５８５万余円減少したことによるものである。

、 （ ， ， ） （ ． ）負債は 前年度 ３ ７９５億５ ４０４万余円 と比較して５１億２４７万余円 １ ３％

減少している。このうち、流動負債は１，０３０億４，００５万余円で、前年度（１，０７５
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億８，５３７万余円）と比較して４５億４，５３２万余円（４．２％）減少している。これは

主に、短期借入金が３４億５，７９３万余円、未払消費税等が１１億１，０２４万余円それぞ

れ減少したことによるものである。また、固定負債は２，７１４億１，１５１万余円で、前年

度（２，７１９億６，８６６万余円）と比較して５億５，７１５万円（０．２％）減少してい

る。これは、長期借入金が減少したことによるものである。

ウ 竹芝地域開発

平成１３年度末における財政状態は、別表６竹芝地域開発比較貸借対照表のとおり、資産合

計１，２１４億８，６９０万余円、負債合計１，３１１億９，３１８万余円であり、９７億６

２８万余円の債務超過となっている。資産は前年度（１，２３１億５，３４６万余円）と比較

して１６億６，６５６万余円（１．４％）減少している。このうち、流動資産は７９億３，１

、 （ ， ） ， （ ．９９万余円で 前年度 ６３億５ ３４３万余円 と比較して１５億７ ８５６万余円 ２４

８％）増加している。これは主に、現金預金が１５億７，１８７万余円増加したことによるも

のである。また、固定資産は１，１３５億５，４９０万余円で、前年度（１，１６８億３万余

円）と比較して３２億４，５１２万余円（２．８％）減少している。これは主に、建物などの

， 。有形固定資産が減価償却などにより３２億１ ４７９万余円が減少したことによるものである

負債は、前年度（１，３２０億７，２２６万余円）と比較して８億７，９０８万余円（０．

７％）減少している。このうち、流動負債は６５３億６，０６７万余円で、前年度（６４７億

， ） ， （ ． ） 。 、８ ５７２万余円 と比較して５億７ ４９５万余円 ０ ９％ 増加している これは主に

長期借入金からの借換えにより短期借入金が６億１，８００万円増加したことによるものであ

る。また、固定負債は６５８億３，２５０万余円で、前年度（６７２億８，６５４万余円）と

比較して１４億５，４０３万余円（２．２％）減少している。これは、支払利息の繰延べによ

り長期未払金が３億６，９９６万余円増加したものの、長期借入金が１８億２，４００万円減

少したことによるものである。

エ ３社合計

、 、 ， 、平成１３年度末における財政状態は 表１２のとおり 資産合計６ １４２億４９６万余円

負債合計６，４４０億８６０万余円であり、２９８億８，１０６万余円の債務超過となってい

る。

なお、３社合計の有利子負債の状況は、臨海副都心建設の都市基盤施設整備貸付金の平成１

３年度末残高２，２７４億３，５１２万余円を除き、表１３のとおり、長期借入金及び短期借

入金合計で３，４９９億１，５４４万余円となっている。

３社合計の財務比率は表１４のとおりである。
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（表１２）３社合計比較貸借対照表

（単位：千円）

平成１３年度 平成１２年度 増減科 目

金額 構成率 金額 構成率 金額 率

流動資産 258,923,486 42.2 257,793,868 41.3 1,129,618 0.4

現金預金 25,395,905 4.1 27,915,807 4.5 2,519,902 9.0△ △

延払営業未収入金 226,661,004 36.9 226,661,004 36.4 0 0.0

営業未収入金 941,066 0.2 805,572 0.0 135,494 16.8

その他合計 5,940,842 1.0 2,412,885 0.4 3,527,957 146.2

貸倒引当金 15,331 0.0 1,400 0.0 13,931 995.1△ △ △ △ △

固定資産 355,281,475 57.8 366,517,356 58.7 11,235,881 3.1△ △

有形固定資産 282,097,542 45.9 47.0 11,063,384 3.8293,160,926 △ △

無形固定資産 59,868,595 9.7 59,901,944 9.6 33,349 0.1△ △

投資等 13,315,338 2.2 13,454,487 2.2 139,148 1.0△ △

資産合計 614,204,960 100.0 624,311,224 100.0 10,106,263 1.6△ △

流動負債 217,642,097 33.8 219,042,633 33.6 1,400,536 0.6△ △

営業未払金 1,185,344 0.2 1,096,413 0.2 88,931 8.1

短期借入金 205,531,292 31.9 205,519,611 31.5 11,681 0.0

一年以内返済予定長期借入金 4,988,474 0.8 5,319,934 0.8 331,460 6.2△ △

延払未実現利益 1,725,488 0.3 1,725,488 0.3 0 0.0

その他流動負債 4,211,500 0.7 5,381,187 0.8 1,169,687 21.7△ △

固定負債 426,443,930 66.2 433,400,804 66.4 6,956,874 1.6△ △

長期借入金 394,496,449 61.2 402,168,584 61.6 7,672,135 1.9△ △

長期未払金 4,483,016 0.7 3,419,265 0.5 1,063,751 31.1

その他固定負債 27,464,465 4.3 27,812,954 4.3 348,490 1.3△ △

負債合計 644,086,027 100.0 652,443,437 100.0 8,357,410 1.3△ △

資本金 54,615,000 182.8 54,615,000 194.1 0 0.0△ △

当期未処分損益 84,496,066 282.8 82,747,213 294.1 1,748,853 2.1△ △ △

(前期繰越損益) 82,747,213 276.9 79,275,043 281.8 3,472,170 4.4△ △ △

(当期損益） 1,748,853 5.9 3,472,170 12.3 1,723,316 49.6△ △ △

剰余金計 84,496,066 282.8 82,747,213 294.1 1,748,853 2.1△ △ △

資本合計 29,881,066 100.0 28,132,213 100.0 1,748,853 6.2△ △ △

負債・資本合計 614,204,960 624,311,224 10,106,263 1.6△ △

（注）３社の貸借対照表の単純合計である。
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（表１３）３社合計の有利子負債

（単位：千円）

有利子負債 年度項目 平成13年度末 平成13年度 平成12年度末 増減

残高（Ａ） 増加 減少 残高（Ｂ） （Ａ－Ｂ）

長期借入金 144,384,148 0 5,749,801 150,133,949 5,749,801△

短期借入金 205,531,292 3,916,801 3,905,120 205,519,611 11,681

計 349,915,440 3,916,801 9,654,921 355,653,560 5,738,120△

支払利息 項目 平成13年度 （Ｃ） 平成12年度 （Ｄ） 増減（Ｃ－Ｄ）年度

長期借入金 4,078,291 4,545,377 467,086△

短期借入金 3,325,395 3,236,695 88,700

計 7,403,686 7,782,072 378,386△

（表１４）３社合計の財務比率

（単位：％）

平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 計算式区 分

流動資産流動比率 652.73 162.75 114.50 117.69 118.97

流動負債

自己資本自己資本構成比率 △ 1.49 △ 2.24 △ 3.22 △ 4.51 △ 4.86

総資本

固定資産固定資産長期資本比率 46.90 67.33 88.45 90.44 89.59

長期資本

借入金借入金総資本比率 98.37 97.55 97.86 98.19 98.50

総資本

以上、平成１３年度における経営成績及び財政状態について述べてきたが、３社とも引き続

き経常損失となっており、平成１３年度末の繰越損失額は 、テレポートセンター２１７億６，、

５３０万余円、臨海副都心建設３８０億２，４４７万余円、竹芝地域開発２４７億６２８万余

円、３社合計で８４４億９，６０６万余円となり、いずれの会社も依然として債務超過となる

など極めて厳しい経営状況が続いている。

事業運営については、指摘事項のとおり、今後、是正を要する事項が認められた。
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２ 指 摘 事 項

（１）会 社 関 係

ア マリーナ事業にかかる未収金を回収するとともに、発生の防止に努めるべきもの

テレポートセンターは、平成１０年４月から、都との｢東京夢の島マリーナの管理運営に関す

る協定書｣に基づき、東京夢の島マリーナ（以下「マリーナ」という ）の管理運営を行ってい。

る。

ところで、マリーナ利用者が艇の係留に伴い、テレポートセンターとの間に取り交わしてい

る「東京夢の島マリーナ利用契約書」第３条等によると、係留区画利用料（以下「利用料」と

。） 、 、いう は１年間又は３ヶ月毎に前払いすることと定められているが 平成１３年度末において

未収金８，２３９万余円、貸倒損失１４３万余円が生じている。未収金の内訳を見ると、表１

５のとおり、６，４７１万余円が平成１３年度に発生しており、これは平成１３年度における

利用料収入６億７９１万余円の１０．６％と多額なものとなっている。

テレポートセンターは、速やかに未収金を回収するとともに、発生の防止に努められたい。

（表１５）利用料にかかる未収金

（単位：千円）

区 分 金 額

過年度発生分 17,684

平成１３年度発生分 64,711

計 82,395

イ 公園施設使用料の支払いに係る消費税の取扱いを適正に行うべきもの

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）では、国内において資産の譲渡等のうち、土地の譲

渡及び貸付けは消費税を課さない（第６条関係）と規定しているが、同法施行令（昭和６３年

政令第３６０号）で、｢駐車場その他の施設の利用に伴って土地が使用される場合｣は除外され

る（第８条）としており、課税されることとなる。

ところで、会社は平成１３年度に、お台場海浜公園１号駐車場ほか３箇所の海上公園施設を

港湾局から賃借し、その使用料として８，４８１万９，０００円を支払っている。

しかしながら、当該公園施設使用料の支払いに係る消費税の取扱いについて見たところ、駐

車場その他の施設の利用に伴って土地が使用される場合に該当することから、課税として取り

扱うべきであるにもかかわらず、非課税として取り扱ったため、消費税及び地方消費税の納付

額が４０３万９，０００円過大となっており、適正でない。

会社は、公園施設使用料の支払いに係る消費税の取扱いを適正に行なわれたい。
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（別表１）テレポートセンター損益計算書

（単位：円、％）

平成１３年度 平成１２年度 増（△）減

金額 金額 金額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ-B） (C /B×10

0）

１営業収益 27,864,482,027 27,640,704,185 223,777,842 0.8

２営業費用 26,019,482,022 25,055,177,511 964,304,511 3.8

営業原価 25,706,245,030 24,711,076,317 995,168,713 4.0

販売費及び一般管理費 313,236,992 344,101,194 △ 30,864,202 △ 9.0

３営業損益（1-2） 1,845,000,005 2,585,526,674 △ 740,526,669 △ 28.6

４営業外収益 14,728,816 13,121,754 1,607,062 12.2

受取利息 3,899,217 7,628,381 △ 3,729,164 △ 48.9

雑収入 10,829,599 5,493,373 5,336,226 97.1

５営業外費用 2,456,555,050 2,647,284,802 △ 190,729,752 △ 7.2

支払利息 2,448,350,479 2,612,349,787 △ 163,999,308 △ 6.3

新株発行費償却 0 7,381,212 △ 7,381,212 △100

雑損失 8,204,571 27,553,803 △ 19,349,232 △ 70.2

６経常損益（3+4-5） △ 596,826,229 △ 48,636,374 △ 548,189,855 －

７特別利益 21,117,517 59,465,754 △ 38,348,237 △ 64.5

国庫補助金等受入額 21,117,517 59,465,754 △ 38,348,237 △ 64.5

８特別損失 313,150,767 22,321,624 290,829,143 －

固定資産除却損 306,400,769 22,321,624 284,079,145 －

固定資産圧縮損 6,749,998 0 6,749,998 －

９税引前当期損益（6+7-8） △ 888,859,479 △ 11,492,244 △ 877,367,235 －

10法人税、住民税及び事業税 3,800,000 4,175,800 △ 375,800 △ 9.0

11当期損益(9-10) △ 892,659,479 △ 15,668,044 △ 876,991,435 －

12前期繰越損益 △ 20,872,649,885 △ 20,856,981,841 △ 15,668,044 0.1

13当期未処理損益(13+14) △ 21,765,309,364 △ 20,872,649,885 △ 892,659,479 4.3
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（別表２）臨海副都心建設損益計算書

（単位：円、％）

平成１３年度 平成１２年度 増（△）減

増減率金額 金額 金額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ-B） (C/B×100）

１営業収益 5,592,000,000 5,327,031,272 264,968,728 5.0

賃貸ビル事業収入 5,592,000,000 4,692,000,000 900,000,000 19.2

延払未実現利益戻入 0 635,031,272 △ 635,031,272 △ 100

２営業費用 5,409,439,720 5,384,966,725 24,472,995 0.5

賃貸ビル事業売上原価 5,383,814,924 5,357,447,697 26,367,227 0.5

販売費及び一般管理費 25,624,796 27,519,028 △ 1,894,232 △ 6.9

３営業損益（1-2） 182,560,280 △ 57,935,453 240,495,733 △ 415.1

４営業外収益 9,203,761,879 13,476,161,572 △ 4,272,399,693 △ 31.7

受取利息 2,052,791 5,793,052 △ 3,740,261 △ 64.6

延払受取利息 9,186,558,433 13,463,601,976 △ 4,277,043,543 △ 31.8

雑収入 15,150,655 6,766,544 8,384,111 123.9

５営業外費用 11,713,383,026 15,560,818,256 △ 3,847,435,230 △ 24.7

支払利息 11,704,709,841 15,560,798,512 △ 3,856,088,671 △ 24.8

その他 8,673,185 19,744 8,653,441 －

６経常損益（3+4-5） △ 2,327,060,867 △ 2,142,592,137 △ 184,468,730 8.6

７特別利益 2,510,816,000 0 2,510,816,000 －

債務買戻益 2,510,816,000 0 2,510,816,000 －

８特別損失 251,253,432 34,428,547 △ 216,824,885 △ 629.8

固定資産除却損 65,232 0 △ 65,232 －

固定資産売却損 0 866,247 866,247 100

前期損益修正損 91,191,400 33,562,300 △ 57,629,100 △ 171.7

投資有価証券評価損 159,996,800 0 △ 159,996,800 －

９税引前当期損益（6+7-8） △ 67,498,299 △ 2,177,020,684 2,109,522,385 △ 96.9

10法人税、住民税 1,210,000 1,210,000 0 0

11当期損益(9-10) △ 68,708,299 △ 2,178,230,684 2,109,522,385 △ 96.8

12前期繰越損益 △ 37,955,763,778 △ 35,777,533,094 △ 2,178,230,684 6.1

13当期未処理損益(11+12) △ 38,024,472,077 △ 37,955,763,778 △ 68,708,299 0.2
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（別表３）竹芝地域開発損益計算書

（単位：円、％）

平成１３年度 平成１２年度 増（△）減

金額 金額 金額 増減率

）（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ-B） (C/B×100

１営業収益 5,988,000,000 5,568,000,000 420,000,000 7.5

２営業費用 4,248,969,569 4,314,307,445 △ 65,337,876 △ 1.5

ビル事業売上原価 4,227,612,373 4,292,502,923 △ 64,890,550 △ 1.5

販売費及び一般管理費 21,357,196 21,804,522 △ 447,326 △ 2.1

３営業損益（1-2） 1,739,030,431 1,253,692,555 485,337,876 38.7

４営業外収益 2,488,553 5,896,200 △ 3,407,647 △ 57.8

受取利息 1,911,573 4,702,136 △ 2,790,563 △ 59.3

その他営業外収益 576,980 1,194,064 △ 617,084 △ 51.7

５営業外費用 2,397,908,894 2,519,051,487 △ 121,142,593 △ 4.8

支払利息 2,397,908,894 2,512,154,387 △ 114,245,493 △ 4.5

その他営業外費用 0 6,897,100 △ 6,897,100 △100

７経常損益（3+6） △ 656,389,910 △ 1,259,462,732 603,072,822 △ 47.9

８特別損失 129,885,719 17,598,410 112,287,309 638.1

固定資産除却損 128,425,586 17,598,410 110,827,176 629.8

固定資産売却損 1,460,133 0 1,460,133 －

10税引前当期損益（7-9） △ 786,275,629 △ 1,277,061,142 490,785,513 △ 38.4

11法人税、住民税及び事業税 1,210,000 1,210,000 0 0

12当期損益(10-11) △ 787,485,629 △ 1,278,271,142 490,785,513 △ 38.4

13前期繰越損益 △ 23,918,799,360 △ 22,640,528,218 △ 1,278,271,142 5.6

14当期未処理損益(12+13) △ 24,706,284,989 △ 23,918,799,360 △ 787,485,629 3.3
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（別表４ （株）東京テレポートセンター貸借対照表）

（単位：円、％）

科目 平成１３年度 平成１２年度 増（△）減

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

）（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ-B） (C/B×100

流動資産 15,942,254,281 11.9 15,371,350,925 11.2 570,903,356 3.7

現金預金 14,519,565,857 10.8 13,890,069,765 10.1 629,496,092 4.5

営業未収入金 941,065,893 0.7 805,571,438 0.6 135,494,455 16.8

前払費用 305,828,023 0.2 317,723,186 0.2 11,895,163 3.7△ △

未収入金 48,743,617 0.0 123,921,680 0.1 75,178,063 60.7△ △

その他 142,382,254 0.1 235,464,856 0.2 93,082,602 39.5△ △

貸倒引当金 15,331,363 0.0 1,400,000 0.0 13,931,363 995.1△ △ △ △ △

固定資産 118,348,709,488 88.1 122,188,122,002 88.8 3,839,412,514 3.1△ △

有形固定資産 93,216,150,524 69.4 97,028,888,863 70.5 3,812,738,339 3.9△ △

建物 69,146,160,692 51.5 70,345,152,573 51.1 1,198,991,881 1.7△ △

建物附属設備 21,217,774,956 15.8 23,730,619,851 17.3 2,512,844,895 10.6△ △

構築物 915,399,392 0.7 864,656,505 0.6 50,742,887 5.9

機械及び装置 1,816,068,571 1.4 1,990,663,558 1.4 174,594,987 8.8△ △

車両運搬具 21,558,687 0.0 15,878,323 0.0 5,680,364 35.8

工具器具備品 99,188,226 0.1 81,918,053 0.1 17,270,173 21.1

無形固定資産 12,194,753,143 9.1 12,216,521,868 8.9 21,768,725 0.2△ △

－借地権 12,045,264,857 9.0 12,045,264,857 8.8 0

ソフトウエア 23,430,760 0.0 32,194,758 0.0 8,763,998 27.2△ △

電話加入権 6,261,219 0.0 5,932,800 0.0 328,419 5.5

電気等供給施設利用権 119,796,307 0.1 133,129,453 0.1 13,333,146 10.0△ △

投資等 12,937,805,821 9.6 12,942,711,271 9.4 4,905,450 0.0△ △

－投資有価証券 4,000,000 0.0 4,000,000 0.0 0

－差入保証金 11,157,344,999 8.3 11,157,344,999 8.1 0

長期前払費用 1,776,460,822 1.3 1,781,366,272 1.3 4,905,450 0.3△ △

資産合計 134,290,963,769 100 137,559,472,927 100 3,268,509,158 2.4△ △

流動負債 49,241,362,848 35.6 46,671,532,143 33.1 2,569,830,705 5.5

営業未払金 1,185,344,047 0.9 1,096,413,282 0.8 88,930,765 8.1

短期借入金 43,242,230,000 31.2 40,390,610,000 28.7 2,851,620,000 7.1

2,848,920,000 2.1 3,108,560,000 2.2 259,640,000 8.4一年以内返済予定長期借入金 △ △

未払金 97,556,172 0.1 145,910,636 0.1 48,354,464 33.1△ △
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未払費用 32,614,776 0.0 36,205,934 0.0 3,591,158 9.9△ △

未払法人税等 43,857,900 0.0 44,233,700 0.0 375,800 0.8△ △

未払消費税等 81,184,965 0.1 109,156,011 0.1 27,971,046 25.6△ △

前受金 1,507,542,078 1.1 1,506,671,024 1.1 871,054 0.1

預り金 177,791,191 0.1 207,414,387 0.1 29,623,196 14.3△ △

賞与引当金 24,321,719 0.0 26,357,169 0.0 2,035,450 7.7△ △

固定負債 89,199,910,285 64.4 94,145,590,669 66.9 4,945,680,384 5.3△ △

長期借入金 69,995,950,000 50.6 75,286,930,000 53.5 5,290,980,000 7.0△ △

長期未払金 2,896,340,718 2.1 2,202,551,263 1.6 693,789,455 31.5

受入敷金保証金 15,200,785,124 11.0 15,495,246,401 11.0 294,461,277 1.9△ △

退職給与引当金 28,779,000 0.0 23,676,600 0.0 5,102,400 21.6

長期前受金 1,078,055,443 0.8 1,137,186,405 0.8 59,130,962 5.2△ △

負債合計 138,441,273,133 100 140,817,122,812 100 2,375,849,679 1.7△ △

－資本金 17,615,000,000 13.1 17,615,000,000 12.8 0

当期未処分損益 21,765,309,364 16.2 20,872,649,885 15.2 892,659,479 4.3△ △ △ △ △

(前期繰越損益) 20,872,649,885 15.5 20,856,981,841 15.2 15,668,044 0.1△ △ △ △ △

△ △ △ △ △ －(当期損益） 892,659,479 0.7 15,668,044 0.0 876,991,435

剰余金計 21,765,309,364 16.2 20,872,649,885 15.2 892,659,479 4.3△ △ △ △ △

資本合計 4,150,309,364 100 3,257,649,885 100 892,659,479 27.4△ △ △

負債・資本合計 134,290,963,769 137,559,472,927 3,268,509,158 2.4△ △
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（別表５）臨海副都心建設貸借対照表

（ 、 ）単位：円 ％

平成１３年度 平成１２年度 増（△）減科目

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

(C/B×100)（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ-B）

流動資産 235,049,236,930 65.6 236,069,084,880 64.9 △1,019,847,950 △ 0.4

現金預金 3,114,599,007 0.9 7,835,877,009 2.2 △4,721,278,002 △ 60.3

延払営業未収入金 226,661,004,322 63.2 226,661,004,322 62.3 0 －

営業未収入金 0.0 0 0.0 0 0

前払費用 630,655,247 0.2 673,472,166 0.2 △ 42,816,919 △ 6.4

未収延払受取利息 931,637,312 0.3 892,361,174 0.2 39,276,138 4.4

その他の流動資産 3,711,341,042 1.0 6,370,209 0.0 3,704,970,833 －

固定資産 123,377,859,594 34.4 127,529,198,967 35.1 △4,151,339,373 △ 3.3

有形固定資産 107,927,901,834 30.1 111,963,756,752 30.8 △4,035,854,918 △ 3.6

建物 106,346,134,207 29.7 110,330,025,970 30.3 △3,983,891,763 △ 3.6

構築物 1,563,996,574 0.4 1,610,883,098 0.4 △ 46,886,524 △ 2.9

機械装置 1,491,256 0.0 1,770,197 0.0 △ 278,941 △ 15.8

器具備品 16,279,797 0.0 21,077,487 0.0 △ 4,797,690 △ 22.8

無形固定資産 15,405,099,615 4.3 15,405,442,215 4.2 △ 342,600 △ 0.0

借地権 15,401,053,565 4.3 15,401,053,565 4.2 0 －

電話加入権 3,070,400 0.0 3,070,400 0.0 0 －

ソフトウエア 975,650 0.0 1,318,250 0.0 △ 342,600 △ 26.0

投資等 44,858,145 0.0 160,000,000 0.0 △ 115,141,855 △ 72.0

投資有価証券 3,200 0.0 160,000,000 0.0 △ 159,996,800 △100.0

長期前払費用 44,854,945 0.0 0 0.0 44,854,945 0

資産合計 358,427,096,524 100 363,598,283,847 100 △5,171,187,323 △ 1.4

流動負債 103,040,055,286 27.5 107,585,379,310 28.3 △4,545,324,024 △ 4.2

短期借入金 98,949,312,000 26.4 102,407,251,000 27.0 △3,457,939,000 △ 3.4

315,554,000 0.1 347,374,000 0.1 △ 31,820,000 △ 9.2一年以内返済予定長期借入金

未払金 90,476,081 0.0 53,684,466 0.0 36,791,615 68.5

未払法人税等 1,210,000 0.0 1,210,000 0.0 0 －

未払消費税等 0 0.0 1,110,248,414 0.3 △1,110,248,414 △100

未払費用 1,957,909,955 0.5 1,940,120,680 0.5 17,789,275 0.9

預り金 105,500 0.0 3,000 0.0 102,500 －

延払未実現利益 1,725,487,750 0.5 1,725,487,750 0.5 0 －

固定負債 271,411,513,315 72.5 271,968,668,315 71.7 △ 557,155,000 △ 0.2

長期借入金 267,404,749,000 71.4 267,961,904,000 70.6 △ 557,155,000 △ 0.2

受入保証金 4,006,764,315 1.1 4,006,764,315 1.1 0 －

負債合計 374,451,568,601 100 379,554,047,625 100 △5,102,479,024 △ 1.3

資本金 22,000,000,000 △137.3 22,000,000,000 △137.9 0 －

当期未処分損益 △38,024,472,077 237.3 △37,955,763,778 237.9 △ 68,708,299 0.2

(前期繰越損益) △37,955,763,778 236.9 △35,777,533,094 224.2 △2,178,230,684 6.1

(当期損益） △ 68,708,299 0.4 △ 2,178,230,684 13.7 2,109,522,385 △ 96.8

剰余金計 △38,024,472,077 237.3 △37,955,763,778 237.9 △ 68,708,299 0.2

資本合計 △16,024,472,077 100 △15,955,763,778 100 △ 68,708,299 0.4

負債・資本合計 358,427,096,524 363,598,283,847 △5,171,187,323 △ 1.4
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（別表６）竹芝地域開発貸借対照表

（単位：円、％）

平成１３年度 平成１２年度 増（△）減科目

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

(C/B×100)（Ａ） （Ａ） （Ｃ＝Ａ-B）

7,931,994,404 6.5 6,353,431,914 5.2 1,578,562,490 24.8流動資産

7,761,740,267 6.4 6,189,860,666 5.0 1,571,879,601 25.4現金預金

168,733,709 0.1 160,756,464 0.1 7,977,245 5.0前払費用

1,520,428 0.0 2,814,784 0.0 1,294,356 46.0その他流動資産 △ △

113,554,905,745 93.5 116,800,034,986 94.8 3,245,129,241 2.8固定資産 △ △

80,953,489,316 66.6 84,168,280,205 68.3 3,214,790,889 3.8有形固定資産 △ △

64,834,120,303 53.4 66,034,079,754 53.6 1,199,959,451 1.8建物 △ △

15,584,502,501 12.8 17,566,737,772 14.3 1,982,235,271 11.3建物附属設備 △ △

144,560,044 0.1 150,724,456 0.1 6,164,412 4.1構築物 △ △

298,923,763 0.2 329,556,543 0.3 30,632,780 9.3機械装置 △ △

91,382,705 0.1 87,181,680 0.1 4,201,025 4.8器具備品

32,268,742,104 26.6 32,279,979,538 26.2 11,237,434 0.0無形固定資産 △ △

－地上権及び借地権 32,224,853,252 26.5 32,224,853,252 26.2 0

0 0 2,772,334 0.0 2,772,334 100ソフトウエア △ △

1,254,800 0.0 3,370,400 0.0 2,115,600 62.8電話加入権 △ △

42,634,052 0.0 48,983,552 0.0 6,349,500 13.0水道施設利用権 △ △

332,674,325 0.3 351,775,243 0.3 19,100,918 5.4投資等 △ △

332,674,325 0.3 351,775,243 0.3 19,100,918 5.4長期前払地代 △ △

121,486,900,149 100 123,153,466,900 100 1,666,566,751 1.4資産合計 △ △

65,360,679,172 49.8 64,785,721,579 49.1 574,957,593 0.9流動負債

63,339,750,000 48.3 62,721,750,000 47.5 618,000,000 1.0短期借入金

1,824,000,000 1.4 1,864,000,000 1.4 40,000,000 2.1一年以内返済予定長期借入金 △ △

14,953,428 0.0 12,839,400 0.0 2,114,028 16.5未払金

－未払法人税等 1,210,000 0.0 1,210,000 0.0 0

87,552,502 0.1 70,000,470 0.1 17,552,032 25.1未払消費税等

93,136,742 0.1 115,918,709 0.1 22,781,967 19.7未払費用 △ △

－預り金 76,500 0.0 3,000 0.0 73,500

65,832,505,966 50.2 67,286,544,681 50.9 1,454,038,715 2.2固定負債 △ △

57,095,750,000 43.5 58,919,750,000 44.6 1,824,000,000 3.1長期借入金 △ △

－預り保証金 7,150,080,684 5.5 7,150,080,684 5.4 0

1,586,675,282 1.2 1,216,713,997 0.9 369,961,285 30.4長期未払金

131,193,185,138 100 132,072,266,260 100 879,081,122 0.7負債合計 △ △

△ △ －資本金 15,000,000,000 154.5 15,000,000,000 168.2 0

24,706,284,989 254.5 23,918,799,360 268.2 787,485,629 3.3当期未処分損益 △ △ △

23,918,799,360 246.4 22,640,528,218 253.9 1,278,271,142 5.6(前期繰越損益) △ △ △

787,485,629 8.1 1,278,271,142 14.3 490,785,513 38.4(当期損益） △ △ △

24,706,284,989 254.5 23,918,799,360 268.2 787,485,629 3.3剰余金計 △ △ △

9,706,284,989 100 8,918,799,360 100 787,485,629 8.8資本合計 △ △ △

121,486,900,149 123,153,466,900 1,666,566,751 1.4負債・資本合計 △ △
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